
 

共用部分等の計算書(貸付けに係る分) 

申 告 者 の 氏 名 又 は 名 称   

家

屋

の

区

分 

家屋全体の延べ
面積 

① 

  
㎡ 

②

の

内

訳 

駐 車 場 の 収 容 台 数 

ア 

台 

屋内駐車場施設
に係る床面積 

② 

    アのうち住宅の用に
供する収容台数 

イ 

  

専用部分の床面
積 ( 駐 車 場 を 除
く｡) 

③ 

    イ 以 外 の 収 容 台 数 
(ア―イ) 

ウ   

共用部分の床面
積 (駐 車 場 を 除
く｡) 

④ 

    この申告の対象とな
る駐車場の収容台数 

エ 

  

共

用

部

分

の

計

算 

③のうち住宅の
用に供する専用
床面積 

⑤ 

  
㎡ この申告の対象とな

る 駐 車 場 面 積 (② ×
エ /ア又は実測値 ) 

オ   

㎡ 

⑤以外の専用床
面積 

(③―⑤) 
⑥ 

    
⑧

の

内

訳 

消防設備等に係る共
用床面積 

カ   

㎡ 

この申告の対象
となる専用床面
積 

⑦ 

    防 災 に

関 す る

設 備 等 

全 部 が 非 課
税 と な る 共
用床面積 

キ 

    

④のうち非課税
に係る共用床面
積(コ) 

⑧ 

    

2 分 の 1 が
非 課 税 と な
る 共 用 床 面
積    ク 

( × 1 ／ 2 )   

⑧以外の共用床
積 

(④―⑧) 
⑨ 

    カ～ク以外の非課税
に係る共用床面積 

ケ 

    

この申告の対象
となる共用床面
積(⑨×⑦／③) 

⑩ 

    

非課税に係る共用床
面 積 の 合 計 面 積 
(カ～ケ) 

コ 

    

(A4) 

 (備考) 

   この計算書は、次に該当する場合に第95号様式の申告書に添付するものである。 

  (1) 申告の対象となる事業所用家屋が居住用との併用となっている場合 

  (2) 申告の対象となる事業所用家屋が特定防火対象物に該当する場合その他共用部分に非課税

部分がある場合 

  (3) 申告の対象となる事業所用家屋が区分所有されている場合又は申告の対象となる事業所用

家屋の一部が又貸しされたものである場合  


